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福   祉   部

平成24年 3月14日

第5期葛飾区介護保険事業計画 (案)等 諮問事項に対する

葛飾区介護保険事業審議会の答申について

介護保険課

1 概 要

第 5期 葛飾区介護保険事業計画 (平成 24～26年 度)の 策定にあたり、計画にお

いて定める事項及び保険料の賦課、徴収に関する事項について、平成 24年 1月 31

日付開催の葛飾区介護保険事業審議会に区長が諮問した。

平成 24年 3月 9日 開催の葛飾区介護保険事業審議会において、同審議会会長か

ら区長に答申があったので報告するもの。

2 諮 問事項

(1)介 護保険事業計画に定める事項

(2)保 険料の賦課、徴収に関する事項

3 葛 飾区介護保険事業審議会の答申

別添のとお り



だ種干
1 玉
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平成 24年 3月 9日

葛飾区長 青 木 克徳 様

葛飾区介護保険事

会長  河 合 克

答 申  書

平成 24年 1月 31日付 23葛福介第878号 で諮問のあった、介護保険事業計

画において定める事項及び保険料の賦課、徴収等に関する事項については、下

記のとおり適切であると考えます。

本審議会は、答申書の取りまとめにあたり、専門部会を設置して審議を重ね

たほか、当局へのとアリングも実施しました。また、パブリックコメントに寄

せられた意見を参考とするなど、多くの区民の意見を取り入れたものになるよ

う努めました。一部の項目については、当審議会としての要望を付記するとと

もに、事業計画が区民によりわかりやすいものとなるよう、当審議会において

まとめた介護保険事業計画書 (案)も 添付しました。

貴区が、本答申を尊重し、保険者として介護保険事業計画に掲げる基本目標

の達成に向けて力を注ぐとともに、区民が安心して地域で生活を続けることが

できるよう、制度を適切に運営することを望みます。

記

介護保険事業計画において定める事項について

(1)計画策定の基本的考え方

適切である。

[要望]法 改正への対応について、介護保険法の改正で新たに地域密着型

サービスとして位置付けられた24時間対応の定期巡回・随時対応型



サービス及び複合型サービスについては、葛飾区独自サービスの 24

時間訪問介護支援を維持した上で、他自治体における新サービスの

実施状況、葛飾区におけるニーズ及び事業者の参入意向等の把握に

努められたい。

(2)介護保険サービス

適切である。

[要望]地 域包括支援センターについては、通称名を付け、区民にわかり

やすく団1染みやすくすることを評価する。計画書にも通称名を記載す

るとともに、引き続き地域包括支援センターの役割の周知と機能強化

tに努められたい。

(3)介護保険事業の現状

適切である。

(4)給付費の見込みと保険料

適切である。

[要望]介 護基盤整備について、介護基盤整備における努力と実績につい

ては評価する。また、葛飾区の特別養護老人ホーム優先入所基準に

ついては、他に類を見ない柔軟性及び利用者の利便性への配慮を高

く評価する。今後も施設入所を希望する区民ができるだけ早く入所

できるよう、努力されたい。

保険料について、保険料基準額の設定は適切である。また、所得

段階と乗率の設定にあたり、低所得者に配慮していることを評価す

る。保険料額の上昇について、被保険者への周知と丁寧な説明を行

うことを希望する。

なお、制度の財源について、国・都の負担金 ・補助金の比率を高

め、保険料の比率を低くすることで保険料額を抑制するよう、引き

続き国に要望していくことを希望する。

(5)適正な介護保険制度の運営とサ
ービスの質の向上

適切である。

[要望]介 護サービス事業者の指導 ・育成について、当局に取組内容をヒ

アリングしたところ、専管の組織を整備し、区独自の研修体制を構



築するなど評価できる状況であった。引き続き、介護サービス事業

者の指導 ・育成に努められたい。

(6)介護保険事業計画の推進

適切である。

保険料の賦課、徴収等に関する事項

適切である。

[要望]年 1回の確定賦課 (6月 )及 び通知書の一体化については、国民健康

保険料と同一方式にすることによって、区民から見てわかりやすくな

ることは明らかであり、印刷や郵送料などの経費削減も期待できる。

しかし、保険料の10回 割りについては、保険料年額は同額である

ものの、従来の12回 割りを10回 割りとすることから、保険料基準

額の上昇と併せ大幅な上昇であると誤解されることのないよう、保険

料を納付する方々にわかりやすく丁寧に説明することを強く要望す

る。



第5期葛飾区介護保険事業計画(案)

(平成24年 度～平成26年 度)

葛飾区介護保険事業審議会



(5)介 護保険事業計画のサービス体系

介護老人福祉施設
(特別養護老人ホーム)

認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
短期入所生活介護

介護保険サービス

基盤の整備

訪問介護

訪問入沿介護

訪問看護

通所介護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション

特定施設入居者生活介護
短期入所生活介護

短期入所療養介護

福祉用具貸与

居宅療養管理指導

夜間対応型訪問介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

施設介護

サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

居宅介護福祉用具購入費

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

居宅介護住宅改修費

居宅介護サービス計画作成経費

特定入所者介護サービス

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介護予防訪問介護

介護予防訪問入沿介護

介護予防訪問看護

介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防訪聞リハビリテーション

介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与

介護予防居宅療養管理指導

介護予防

サービス
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介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護

予防サービス

介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防サービス計画作成経費

特定入所者介護予防サービス

審査支払手数料

高額介護サービス費

高額医療合算介護サービス費

24時 間訪問介護支援

特定高齢者把握事業

通所型介護予防事業

介護予防普及啓発事業

介護支援サポーター事業

介護予防事業

介護予防ケアマネジメント事業

総合相談支援事業  .

権利擁護事業

包括的・継続的マネジメント事業

介護給付等費用適正化事業

家族介護支援事業

その他事業
・成年後見制度における区長申立
・福祉用具・住宅改修支援事業
・地域自立生活支援事業

安
心
し
て
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
環
境
の
整
備

適正な介護保険制度の運営
利用者保護の充実
サービスの質の向上のための支援

適 正な介護保険制度 の

運営とサービスの質の向上

介護保険事業審議会の運営
地域包括支援センター運営協議会の運営
地域密着型サービス運営委員会の運営

庁内推進体制の運営

介護保険事業計画の達成

状況の点検
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このベージは白紙です



(3)介 護サー ビス

区の要介護認定により、常時介護が必要と判定された要介護者には、介護の
必要の程度に応じた介護サービスが提供され、その費用は、要介護度に応じた
区分支給限度額の範囲内におしヽて、介護保険から給付されます。

① 居宅介護サービス

<居 宅介護サービスの種類>

① 訪問介護

② 訪問入浴介護

③ 訪間看護

④ 通所介護

⑤ 通所リハビジテーション

⑥ 訪問リハビリテーション

④ 特定施設入居者生活介護

③ 短期八所生活介護

③ 短期入所療養介護

① 福祉用具貸与

① 居宅療養管理指導

○ 地域密着型介護サービス

地域密着型介護サービスは、住み慣れた地域で要介護者等の生活を支える
という観″点から、要介護者等の日常生活圏域内にサービス事業者等を確保し、
区民を対象として提供するサービスをいいます。
日常生活圏域を配慮して各種の地域密着型介護サービスを整備します。こ
のサービスを提供する事業者の指定及び介護報酬の設定は区が行います。

・

<地 域密着型介護サービスの種類>

① 夜間対応型訪問介護
居宅でサービスを受ける高齢者を対象に、夜間、深夜又は早朝の定期的な
巡回訪問又は通報を受けて、排泄介助等のサービスを提供します。

② 認知症対応型通所介護
認知症高齢者を対象に、機能訓練等のサTビ スを提供する通所施設です。

③ 刀ヽ規模多機能型居宅介護
日常生活で介護が必要になり、在宅生活が困難な状態になっても、継続し
て自宅で生活できるよう、「通い (デイサービス)」を中心とし、利用者の状
態や希望に応じて 「ヘルパーの訪問」や 「泊まり (ショートスティ)」を、
1か所で提供する複合的な介護サービスです。
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④ 認知症対応型共同生活介護
認知症高齢者が、少人数で共同生活をしながら、日常生活の援助や、機能
訓練が受けられる住まいです。一定の要件を満たす事業所では、ショ‐トス
テイが利用できます。

⑤ 地域密着型特定施設入居者生活介護
ケアハウス等で、その入居者が要介護 1以上の区民又はその配偶者に基本
的に限定され (介護専用型特定施設)、入居定員が29名以下の施設です。介
護サービスは施設が直接提供します。

〇 施設介護サービス

く施設介護サービスの種類>

① 介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム)
② 介護老人保健施設

③ 介護療養型医療施設

介護療養型医療施設については、平成29年度末に廃止予定となっています。
区としては、当該施設から介護保険施設等への転用を支援する役割を担う東
京都と連携しながら、当該施設利用者に必要なサービスが今後も継続的に提
供できるように努めます。

○ 居宅介護福祉用具購入費

① 居宅介護住宅改修費

O居 宅介護サービス計画作成経費

○ 特定入所者介護サービス
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(4)介 護予防サ
ービス

区の要支援認定により、要介護状態となるおそれがあり日常生活に支援が必

要とされた要支援者には、介護予防サービスとして、施設サービスを除しヽた介

護サービスとほぼ同様のサービスが提供されます。

ヽ ① 介護予防サービス

<介護予防サービスの種類>

① 介護予防訪問介護

② 介護予防訪問入浴介護

③ 介護予防訪問看護

④ 介護予防通所介護 !

⑤ 介護予防通所リハビジテーション

⑥ 介護予防訪問リハビジテーション

⑦ 介護予防特定施設入居者生活介護

③ 介護予防短期入所生活介護

③ 介護予防短期入所療養介護

① 介護予防福祉用具貸与

① 介護予防居宅療養管理指導

① 地域密着型介護予防サービス

地域密着型介護予防サービスは、要支援 1又は要支援2の高齢者が対象と
なります。提供されるサービスは基本的に地域密着型介護サービスと同じで
す。介護予防認知症対応型本同生活介護 (グル

ープホーム)は要支援2の方の
みとなります。

<地域密着型介護予防サービスの種類>

① 介護予防認知症対応型通所介護

② 介護予防小規模多機能型居宅介護

③ 介護予防認知症対応型共同生活介護

○ 介護予防福祉用具購入費

○ 介護予防住宅改修費

○ 介護予防サービス計画作成経費

○ 特定入所者介護予防サービス
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(5)審 査支払手数料

保険給付審査を委託してしヽる国民健康保険団体連合会に支払う手数料です。

(6)高 額介護サー ビス費

1書」の利用者負担額が月額で一定の額を超えた場合、超過分を支給します。
施設での食費、居住費、日用品費及び利用限度額を超えて自己負担した合は対
象となりません。

(7)高 額医療合算介護サー ビス費

医療保険と介護保険の利用者負担額を世帯で合算した額が年額で一定の額を
超えた場合、超過分を支給します。

( 8 )区 特別給付

24時間訪闘介護支援
「夜間対応型訪間介護」サービスで通報装置をご利用中の方を対象に、昼間
の時間帯におしヽても緊急時にヘルパーを派遣する葛飾区独自の 「随時訪間介護
支援」サービスを提供します。           ｀

(9)地 域支援事業 (地域支援事業計画)

1)地 域支援事業の目的

高齢者の皆さんが要支援 ・要介護状態となることを予防するとともに、要介
護状態等となった場合においても、可能な限り、その居宅におしヽて、健康で自
立した日常生活をお<る ことができるように支援することを目的として実施し
ます。                          .

2)介 護予防事業

①介護予防特定高齢者施策

介護予防上の支援が必要と認められる虚弱な状態にある高齢者を対象とし、
その方の生活機能や心身の状態等を踏まえて、生活機能の維持 ・向上を図るた
めのサービスを提供します。

X特 定高齢者とは、要支援 ・要介護状態になるおそれの高い虚弱な高齢者をいいます。
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(3)介 護サービス諸費の
推計 第4期実績

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

I 介護サ■ビス諸費 19,784,909,014 21,956,o57,029 22す044,o01:307 1.07

1居 宅介護サ■ビネ給付費 9,5oo,470,900 10,407,757)ユ45 111577,247:130 1110

(1)訪間介護

給 付 費 ( 円) 2,636,270,055 2,789,963,881 3,071,483,738 1,08

供給量(回数/年) 585,656 625,222 ※  969,816 1.31

利用者数(月) 3,357 3,575 3,983 1.08

(2)訪問入浴
介護

給 付 費 ( 円) 390,785,203 403,484,632 413,005,376 1,03

供給量(回数/年) 31,638 32,444 32,712 1.02

利用者数(月) 575 587 602 1.02

(3)訪問看護

給 付 費 ( 円) 432,702,026 466,993,749 498,948,550 1.07

供給量(回数/年) 58,439 62,581 67,817 1.08

利用者数(月) 939 986 1,053 1.06

(4)通所介護

給 付 費 ( 円) 2,574,681,072 2,881,532,175 3,354,425,838 1.14

供給量(回数/年) 292,394 347,736 409,920 1.18

利用者数(月) 2,922 3,229 3,759 1.13

( 5 )通所ソハビリ
テーション

給 付 費 ( 円) 651,582,250 701,244,238 753,177,314 1,08

供給量(回数/年) 65,613 70,691 78,216 1.09

利用者数(月) 717 760 816 1.07

(6)訪問リハビジ

テーション

給 付 費 ( 円) 45,312,289 69,144,120 89,005,106 1.41

供給量(回数/年) 8,418 12,682 ※   31,836 2.01

利用者数(月) 135 195 251 1.37

(7)特定施設入
居者生活介護

給 付 費 ( 円) 1,290,958,536 1,446,668,831 1,613,000,858 1.12

供給量(人数/年) 6,468 7,195 7,596 1.08

利用者数(月) 539 600 633 1,08

(8)短期入所生
活介護

給 付 費 ( 円) 553,665,471 615,840,008 646,670,796 1.08

供給量(日数/年) 62,713 68,872 76,072 1.10

利用者数(月) 664 724 760 1.07

(9)短期入所療
養介護

給 付 費 ( 円) 82,920,754 89,154,420 92,873,814 1.06

供給量(日数/年) 8,157 8,504 8,632 1.03

利用者数(月) 90 89 93 1.02

(10)福祉用具
貸与

給 付 費 ( 円) 629,070,812 691,000,613 753,807,166 1.09

供給量(人数/年) 44,137 48,315 50,076 1.07

利用者数(月) 3,679 3,864 4,173 1.07

(11)居宅療養
管理指導

給 付 費 ( 円) 218,527,888 252,730,478 290,848,574 1.15

供給量(人数/年) 30,865 35,251 29,820 0,99

利用者数 (月) 2,572 2,069 21485 1,00

※ 日数から回数へ単位を変更したための増
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第5期推計

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率
I!介護チ■ビネ諸費 24,570!938,389 26,7o9,167,794 29,340;6711839 1.09
1居 宅介護ナ■ビス給付費 12,894,837:665 14,185,834!609 15,623,641,687 1110

(1)訪問介護

給 付 費 ( 円) 3,394,189,936 3,679,561,853 3,988,964,801 1.08

必要量・供給量(回数/年) 1,040,768 1,128,192 1,222,960 1.08

利用者数(月) 4,182 4,491 4,823 1.07

(2)訪間入浴
介護

給 付 費 ( 円) 439,017,558 458,012,490 477,829,275 1.04

必要量・供給量(回数/年) 33,133 33,898 34,681 1.02

利用者数(員) 607 620 632 1.02

(3)訪間看護

給 付 費 ( 円) 544,712,091 583,643,313 625,356,995 1,07

必要量・供給量(回数/年) 71,454 76,045 80,933 1.06

利用者数(月) 1,103 1,167 1,234 1.06

(4)通所介護

給 付 費 ( 円) 3,838,997,953 4,341,906,683 4,910,696,461 1.13

必要量・供給量(回数/年) 466,492 536,234 616,402 1.15

利用者数(月) 4,200 4,739 5,349 1.13

(5)通所レ ビヽソ
テニション

給 付 費 ( 円) 874,511,445 1,000,683,498 1,145,059,300 1.14

必要量・供給量(回数/年) 86,624 96,904 108,405 1.12

利用者数(月) 886 972 1,066 1,10

(6)訪問ル ビヽジ
テーション

給 付 費 ( 円) 116,254,994 149,648,127 192,633,117 1.29

必要量・供給量(回数/年) 40,563 52,205 67,188 1.29

利用者数(月) 320 411 529 1,29

(7)特定施設入
居者生活介護

給 付 費 ( 円) 1,713,803,314 1,799,493,480 1,889,468,154 1.05

必要量・供給量(人数/年) 8,100 8,724 9,396 1908

利用者数(月) 675 727 783 1.08

(8)短期入所生
活介護

給 付 費 ( 円) 707,904,190 765,823,408 828,481,453 1.08

必要量・供給量(日数/年) 81,380 87,937 95,023 1.08

利用者数(月) 811 873 941 1.08

(9)短期入所療
養介護

給 付 費 ( 円) 103,376,791 113,714,470 125,085,917 1.10

必要量・供給量(日数/年) 8,921 9,313 9,721 1,04

利用者数(月) 97 103 109 1906

(10)福祉用具
貸与

給 付 費 ( 円) 827,902,629 909,372,242 998,858,857 1.10

必要量・供給量(人数/年) 53,418 57,558 62,019 1.08

利用者数(月) 4,452 4,797 5,168 1.08

(11)居宅療表
管理指導

給付 費 ( 円) 334,166,764 383,975,045 441,207,357 1.15

必要量・供給量(人数/年) 30,730 31,987 33,295 1.04

利用者数(月) 2,561 2,666 2,775 1,04
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第4期実績

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

,地域密着空介護サ■rネ給付費| 976す757;931 11133,9o9;059 |二芝1成01αi02 ■1114

(1)夜間対応型
訪問介護

給 付 費 ( 円) 12,285,904 15,334,687 21,320,754 1.32

供給量(回数/年) 539 727 834 1.25

利用者数(月) 45 61 120 1.66

(2)認知症対応
型通所介護

給 付 費 ( 円) 175,009,345 220,997,710 239,993,076 1.17

供給量(回数/年) 1,801 2,242 〉(1     22,380 5.61

利用者数(月) 148 182 197 1.16

(3)小規模多機
能型居宅介護

給 付 費 ( 円) 955,330 10,803,313 26,090,448 6.86

供給量(回数/年) 19 50 240 3.72

利用者数(月) 1 4 20 4.50

(4)認知症対応
型共同生活
介護

給 付 費 ( 円) 739,913,954 840,022,186 923,454,408 1,12

供給量(人数/年) 2,961 3,348 3,624

利用者数(月) 248 279 321 1.14

(5)地域密着型
特定施設入居
者生活介護

給 付 費 ( 円) 48,593,398 46,700,163 48,507,416 1,00

供給量(人数/年) 246 238 234 0。98

利用者数 (月) 21 20 20 0。98

31お設介護サ|■ビネ給付費| 117:47019271341 7:549,917;99o 17す579;997,95o 1.01

(1)介護老人
福祉施設

給 付 費 ( 円) 4,023,673,553 4,136,106,305 4,115,356,660 〔
Ｖ

供給量(人数/年) 15,662 15,990 16,428 1.02

※2割 合(%) 1.3591 1.3796 1,3996 1.01

(2)介護老人
保健施設

給付 費 ( 円) 2,695,762,75o 2,744,974,869 2,796,304,474 1.02

供給量 (人数/年) 9,899 9,973 9,948 1.00

※2割 合(%) 0.8691 0.85% 0.8496 0.99

(3)介護療養型
医療施設

給 付 費 ( 円) 759,491,038 668,236,816 668,236,816 0.94

供給量(人数/年) 2,095 1,840 1,840 0.94

※2割 合(%) 0。1896 0,1691 0。1696 0.94

41!居宅介護福社用具購本費冷付費 136,922;oo9 37,600す714 137,976,721 1.011

供給量(人数/年) 1,219 1,180 1,169 0.98

利用者数(月) 102 97 97 0。98

5!居宅介護住宅改修費給符費 76:476,298 78,408,005 85,738,256 1106

供給量(人数/年) 839 842 859 1,01

利用者数(月) 70 70 72 1.01

o居 宅介護サ■ビス計画作成経費 1,001,002,613 1,102,767,76o 1,2o7,316,328 11:12

供給量(人数/年) 74,264 80,001 93,422 1.12

ケ特定入所者介護サ■ず不給付費 708,345,905 746,947,290 747,008,820 1.03

供給量(回数/年) 31,835 33,988 35,497 1.06

※1人 数から回数へ単位を変更したための増

※2 割 合(%)は、各年度の第1号被保険者数に対する利用者の割合



第5期推計

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 維計倍率
2地域密着型介護サービス給付費 1)543;677;940 1,722,385,449 1!916,773,322

(1)夜間対応型
訪問介護

給付 費 ( 円) 27,516,845 34,854,909 44,149,854 1.27

必要量・供給量(回数/年) 1,055 1,348 1,722 1.28

利用者数(月) 130 160 190 1.21

(2)認知症対応
型通所介護

給付 費 ( 円) 291,928,067 349,958,032 419,523,293 1.20

必要量・供給量(回数/年) 26,349 31,335 37,265 1.19

利用者数(月) 228 267 313 1.17

(3)小規模多機
能型居宅介護

給付 費 ( 円) 41,431,714 64,840,633 101,475,591 1.57

必要量・供給量(回数/年) 372 576 900 1.56

利用者数(月) 31 48 75 1.56

(4)認知症対応
型共同生活
介護

給付 費 ( 円) 1,138,716,718 1,223,647,279 1,302,539,988 1.07

必要量・供給量(人数/年) 4,476 4,908 5,340 1.09

利用者数(月) 373 409 445 1,09

(5)地域密着型
特定施設入居
者生活介護

給付 費 ( 円) 49,084,596 49,084,596 49,084,596 1.00

必要量。供給量(人数/年) 240 240 240 1.00

利用者数(月) 20 20 20 1.00

9施 設介護サ‐ビス給付費 7,763,230,121 8,256,103,353 8,924,077,559 1.07

(1)介護老人
福祉施設

給 付 費 ( 円) 4,230,683,855 4,755,527,640 5,471,469,534 1.14

必要量・供給量(人数/年) 16,428 18,466 21,544 1.15

割合 (%) 1.3596 1,4796 1.6896 1.12

(2)介護老人
保健施設

給 付 費 ( 円) 2,919,070,553 2,939,552,384 2,939,552,384 1.00

必要量・供給量(人数/年) 10,689 10,764 10,764 1.00

割合 (%) 0,8891 0.86段 0.8491 0。98

(3)介護療養型
医療施設

給付 費 ( 円) 613,475,713 561,023,329 513,055,641 0,91

必要量・供給量(人数/年) 1,404 1,080 828 0。77

割合 (%) 0,1296 0.0991 0.0691 0.71

4居 宅介護福祉用具購入費給付費 38,083,958 38,577!271 39,076,974 1.01

必要量・供給量(人数/年) 1,153 1,149 1,145 1.00

利用者数 (月) 96 96 95 0,99

5居 宅介護住宅改修費給付費 8島615,142 88,333,331 90,085,604 1.02

必要量・供給量(人数/年) 861 871 881 1.01

利用者数(月) 72 73 73 1,01

6居 宅介護サービス計画作成経費 1,462,698,602 1,670,068,885 1,906,838,550 1.14

必要量・供給量(人数/年) 102,010 112,513 124,097 1.10

7特 定入所者介護ナ‐ビス給付費 776,794,952 807,864,896 840,178,143 1404

必要量・供給量 (回数/年) 35,705 37,134 38,620 1,04
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(4)介 護予防サービス

諸費の推計 第4期実績

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

|=il介護章防サ■学諸費キ:=■ !1985すo41,191 11o351739;804! 111104

:|1介護予防チ|■すネ給韓 ―1111il 1797:000;母00 92o,211,5011 1867:083;344 11041

(1)介護予防
訪問介護

給 付 費 ( 円) 327,064,243 335,465,515 336,338,284 1,01

供給量 (人数/年) 15,944 16,369 16,530 1.02

利用者数(月) 1,329 1,355 1,378 1.02

(2)介護予防
訪問入浴介護

給 付 費 ( 円) 5,468,592 6,827,778 4,228,804 0,93

供給量(回数/年) 648 409 432 0.84

利用者数(月) 12 6 8 0.92

(3)介護予防
訪問看護

給 付 費 ( 円) 17,664,779 17,010,635 19,556,056 1.06

供給量 (回数/年) 2,782 2,845 3,348 1.10

利用者数(月) 60 60 64 1.03

(4)介護予防
通所介護

給 付 費 ( 円) 275,204,480 273,753,741 317,413,708 1.08

供給量(人数/年) 7,593 8,246 8,510 1.06

利用者数(月) 633 684 709 1.06

(5)介護予防
通所リハビジ
テーション

給 付 費 ( 円) 56,498,564 51,019,705 60,097,588 1.04

供給量(人数/年) 1,304 1,272 1,368 1.03

利用者数 (月) 109 106 114 1.02

(6)介護予防
訪問リハビジ
テーション

給 付 費 ( 円) 4,121,083 5,294,376 7,072,218 1.31

供給量(回数/年) 1,035 1,322 2,393 1.54

利用者数(月) 18 18 1.19

(7)介護予防
特定施設入居
者生活介護

給 付 費 ( 円) 69,229,957 65,630,025 74,170,762 1.04

供給量(人数/年) 725 741 768 1.03

利用者数(月) 60 62 64 1.03

(8)介護予防
短期入所生活
介護

給 付 費 ( 円) 3,390,116 5,310,748 2,460,102 1.01

供給量(日数/年) 517 545 583 1.06

利用者数(月) 9 8 8 0.94

(9)介護予防
短期入所療養
介護

給 付 費 ( 円) 251,512 1,910,139 905,212 4,03

供給量(日数/年) 24 192 144 4,38

利用者数(月) 2 2 2 1.00

(10)介護予防
福祉用具貸与

給 付 費 ( 円) 24,448,464 42,931,259 30,461,490 1.23

供給量 (人数/年) 3,764 4,678 4,956 1.15

利用者数(月) 314 380 413 1,15

(11)介護予防
居宅療養管理
指導

給 付 費 ( 円) 14,159,070 21,057,580 14,379,120 1.09

供給量 (人数/年) 1,917 1,788 1,488 0.88

利用者数(月) 160 124 0,91
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第5期推計

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率
正 介護予防サ■どス諸費 1,111,910,623 1;179,059す907 1!22S,974,806 1:05

1介 護予防サ|■ビス給付費 92母,634,374 982,466,861 1,016,357,026 1.05

(1)介護予防
訪問介護

給付 費 ( 円) 350,184,870 357,839,023 361,417,414 1.02

必要量・供給量(人数/年) 16,546 16,910 17,282 1.02

利用者数(月) 1,379 1,409 1,440 1.02

(2)介護予防
訪問入浴介護

給付 費 ( 円) 4,107,134 3,914,978 3,731,813 0。95

必要量・供給量(回数/年) 361 304 257 0.84

利用者数(月) 7 7 6 0,93

(3)介護予防
訪問看護

給 付 費 ( 円) 20,967,334 22,063,499 23,216,971 1.05

必要量・供給量(回数/年) 3,646 4,011 4,413 1,10

利用者数 (月) 65 67 70 1.04

(4)介護予防
通所介護

給 付 費 ( 円) 352,265,736 386,347,446 402,562,036 1.07

必要量・供給量 (人数/年) 9,049 9,719 10,439 1.07

利用者数 (月) 754 810 870 1.07

(5)介護予防
通所ル ビヽソ
テーション

給 付 費 ( 円) 61,736,056 62,500,529 63,274,468 1.01

必要量・供給量 (人数/年) 1,337 1,320 1,304 0.99

利用者数 (月) 111 110 109 0.99

(6)介護予防
訪問ジハビリ
テーション

給 付 費 ( 円) 7,893,786 8,683,165 9,551,481 1.10

必要量・供給量 (回数/年) 2,606 2,867 3,L53 1,10

利用者数 (月) 19 21 23 1.10

(7)介護予防
特定施設入居
者生活介護

給 付 費 ( 円) 76,520,972 78,017,340 79,542,969 1,02

必要量・供給量(人数/年) 780 816 840 1.04

利用者数 (月) 65 68 70 1.04

(8)介護予防
短期入所生活
介護

給 付 費 ( 円) 2,289,003 2,104,760 1,935,347 0,92

必要量・供給量(日数/年) 591 605 620 1.02

利用者数 (月) 8 9 9 1,06

(9)介護予防
短期入所療養
介護

給 付 費 ( 円) 1,465,573 2,344,916 3,751,866 1.60

必要量・供給量(日数/年) 228 365 584 1.60

利用者数 (月) 2 3 4 1.42

(10)介護予防
福祉用具貸与

給付 費 ( 円) 36,092,149 42,767,886 50,678,391 1.18

必要量・供給量(人数/年) 5,933 7,175 8,676 1.21

利用者数 (月) 494 598 723 1.21

(11)介護予防
居宅療養管理
指導

給 付 費 ( 円) 15,111,761 15,883,319 16,694,270 1.05

必要量・供給量(人数/年) 1,414 1,356 1,302 0.96

利用者数(月) 118 113 109 0。96
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第4期実績

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

″i!地域密着型介護予防サ■ビ不給付費 6,810,853 6,619,835 7,022,722 1.02

(1)介護予防
認知症対応型
通所介護

給 付 費 ( 円) 0 1,083,805 1,311,162 1.21

供給量(回数/年) 0 128 155 1.21

利用者数(月) 0 23 12 0.52

(2)グド司軍予防
小規模多機能
理 犀身介諮

給 付 費 ( 円) 0 0 0,00

供給量(人数/年) 0 0 0.00

(3)介護予防
認知症対応型
共同生活介護

給 付 費 ( 円) 6,810,853 5,536,030 5,711,560 0。92

供給量(人数/年) 28 23 24 0.93

利用者数(月) 2 2 2 1.00

やi変護予防福空帰果聴ネ害結付費| 10'372,8781 0:191!9991 5;986j719 0:96

供給量(人数/年) 266 262 257 0,98

利用者数(月) 22 22 21 0,98

41‐介護予防住宅改修費給付費十 30,818)266 32i819;o60 135,903,004 1:08

供給量(人数/年) 300 309 330 1,05

利用者数 (月) 25 26 28 1.06

01介護予防サ■ビネ計画作成経費 107:0301783 113,057jl16 119,6641635 ０６

供給量(人数/年) 22,982 23,962 25,837 1.06

oll特定本所者介護予防サ■iビネ給付害 21o,990 2ol:o90 118,390 10,69

供給量(回数/年) 55 36 18 0.58

(5)審 査支払手数料の

推計 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

ェ1審査支fA‐手数料 34!251,965 1361900;850 |,39,704;490 11:08

供給量(回数/年) 360,547 388,430 417,942 1.08

(6)高 額介護サービス費

(7)高 額医療合算介護

(8)区 特別給付費の推計

の推計 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

IV:高額介護サ■ビネ費| 1404す353,199 !435,113,634 449,166;302 11105

供給畳(回数/年) 37,978 40,817 41,001 1.04

サービス費の推計 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

ヤ1高額醸 合算介護サ■学費 127;625,897 82:3781590 o2,354,246 1169

供給量(回数/年) 634 2,341 913 2.04

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込 平均倍率

VII区特別給付費 36,404 374,560 1,420,760 7.03

24時間訪問介護
支援

供給量(回数/年) 10 103 386 7.02

登録者数(年) 15 80 110 3.35
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第5期推計

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率
2地 域密着型介護予防サ▼ビス給付費 8,976;855 11,377,215 14:468,415 1.27

(1)介護予防
認知症対応型
通所介護

給 付 費 ( 円) 1,463,478 1,609,825 1,770,808 1,10

必要量・供給量(回数/年) 169 186 204 1.10

利用者数(月) 14 16

(2)介護予防 ・

小規模多機能
型忌字介護

給 付 費 ( 円) 0 0 0 0.00

必要量・供給量(人数/年) 0 0 0 0。00

(3)介護予防
認知症対応型
共同生活介護

給 付 費 ( 円) 7,513,377 9,767,390 12,697,607 1.30

必要量・供給量(人数/年) 36 48 72 1.42

利用者数 (月) 3 4 6 ０
々
力
■

3介 護予防福社用具購入費給付費 5,613,365 5,406,772 5,297,782 0.96

必要量,供給量(人数/年) 252 249 247 0.99

利用者数(月) 21 21 1,00

4介 護予防住宅改修費給付費 39,486,360 41,602,796 44,971,586 1.08

必要量・供給量(人数/年) 350 375 401 （
Ｖ

利用者数(月) 29 31 1.07

5介 護予防サ‐ビネ計画作成経費 129,992,987 138,593,631 147,763,315 1.07

必要量・供給量(人数/年) 27,670 29,933 32,381 1.08

6特 定入所者介護予防サエビス給付費 206,682 206,682 206,682 1.00

必要量・供給量(回数/年) 41 41 41 1,00

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率

III‐審査支払手数料 34,3o4,652 37,049,088 40!013,012 1 . 0 8

必要量・供給量 (回数/年) 451,377 487,488 526,487 1.08

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率

IV高 額介護サエビス費 485,o99,606 523,907,575 565,820,181 1.08

必要量・供給量 (回数/年) 44,281 47,824 51,649 1.08

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率

V高 額医療合算介護サー扶 費 38,825,095 46,590,114 55,908,137 1,20

必要量・供給量(回数/年) 1,099 1,319 1,583 1,20

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 推計倍率

Ⅵ 区特別給付費 1,780,560 2,190,089 2,693,809 1,23

24時間訪聞介護
支援

必要量・供給量(回数/年) 478 580 680 1.19

登録者数 (年) 120 145 170 1.19
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(9)区 分支給限度基準額を超える額の設定

区の支給限度基準額 (※)に対する平均利用割合が 56%程 度であることから、

区分支給限度基準額を超える額の設定は行わなしヽこととします。

※1か月に利用できる要支援・要介護度ごとの保険給付費の上限額

(10)保 健福祉事業

介護者等の支援事業等、必要な事業につしヽては、現在、一般施策として実施し

ていますので、介護保険制度上の保健福祉事業としては行わないこととします。

(11)介 護保険サービス総給付費の推計

平成24年～26年度における各サービスの給付費推計額をまとめると下表の

とおりになります。

<平 成24～26年度における介護保険サービス給付費の見込み>

(上記給付費には、介護報酬改定分を含んでいます。)

平成24～ 26年 度の各会計を合計した額を標準給付

見込額としヽいます。                   ①  86,028,834,859円
｀

<平 成24～26年度における地域支援事業費の見込み>

なお、地域支援事業費の財源規模は、標準給付見込額の  ⑥  l,830,000,000円
3%以 内となつてしヽます。
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1平成|‐20年度t

1 介 護サービス諸費 24,570,938,380円 26,769,167,794円 29,340,671,839円

2 釜馨
予防サービス

1,111,910,623円 1,179,653,957円 1,228,974,806円

3 審 査支払手数料 34,304,652 円 37,049,088円 40,013,012 円

4 昌額分護サービス 485,099,606 円 523,907,575 円 565,820,181円

5 界釜辱重魯安費 38,825,095 円 46,590,114円 55,908,137円

合    計 26,241,078,356 円 28,556,368,528円 31,231,387,975円

地域支援事業費 600,000,000円 610,000,000円 620,000,000円



<平 成 24～26年 度における区特別給付貴の見込み>

平成1241年度 1平成,ユ宇章| 章産1261■産
区特別給付費 1,780,560円 2,190,089円 2,693,809円

⑥ 6 , 6 6 4 , 4 5 8 円

以上により、保険料算定基礎額  ① +③ +◎  =   87,865,499,317円

(12)介 護保険の財源

<介 護保険給付費の財源内訳>

利用者の自己負担を除くサ
ービスに係る費用の財源内訳

は、「介護保険の国庫負担金の

算定等に関する政令」により

被保険者の財源負担割合が変

わつた結果、第 1号被保険者

の財源負担書」合が 20%か ら

21%に なります。

第1号被保険者
保険料
21,0%

調整交付金

5.0%

国負担金

20.0%

都負担金
12.5%第2号被保険者

保険料
29,0% 区負担金

12.5%

※調整交付金は全国平均値

※施設等給付費 (介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施設に係
る給付費)に ついての負担割合は、国負担金 15%、都負担金 17.5%となります。

<地 域支援事業費の財源内訳>

地域支援事業費には、介護予防事業費と包括的支援事業諸費があり、財源割
合は次のとおりです。

1被保険者|
1保1険1料|申一般！帥

国負担金 都負担金| 11再■|■全|
■ | ■1 1 1 1 1 1 ‐

1 ! | ■: | | ■|

介護予防事業費 21% 29% 25°/0 12.5°/0 12.5%

包括的支援事業諸費 21% 39.5% 19.75% 19.750/。

<区 特別給付貴の財源内訳>

区特届」給付費には、第1暑被保険者の保険料があてられます。
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(13)介 護保険給付準備基金の取 り扱い

介護保険給付準備基金は、介護保険における保険給付の資金に充てるために
設置した基金です。毎年度の決算で保険料の余剰金が出た場合、この基金に積
み立てて管理してしヽます。この基金は、保険料が不足した場合、不足劣に充て
るとともに、保険料設定の際、保険料の増額幅を抑制するため計画的に取り崩
します。第4期 (平成21～ 23年 度)で は、基金残高17億9千万円のうち、保
険料の増額幅を抑制するため16億3千万円を取り崩し、23区で4番目に安しヽ保
険料を実現しました。

第5期 (平成24～ 26年 度)の 保険料の算定にあたっては、保険者 (区)が
最低限必要と認める額を除き全額取り崩すという国の指導に従しヽ、基金残高約
5億 2干万円のうち、約4億 2千 5百万円を取り崩し、保険料の増額幅を抑制 ・

します。

基金残高約1億円の取り扱しヽについては、第5期計画期間に保険料が不足す
る場合に備えます。

(14)介 護保険財政安定化基金の取 り扱い

介護保険財政安定化基金は、特居」区及び市町村の介護保険財政の安定化に資す
るため、東京都に設置された基金で、その拠出害」合は、国 1/3・都 1/3・区 1/3

です。区は平成 12年 から20年 までの間に指定された額を拠出してしヽます。

介護保険法の一言8改正により、平成24年 度に限リー部を取り崩すことができ
るとされたもので、区の拠出分は区に返還され、保険料の増額幅を抑えるため

に使われます。(国・都拠出分は国 ・都に返還されますが、介護保険に関する事

業に要する経費に充てるよう努めることとされます。)

東京都から本区に返還される約2億 4千 7百万円全額を保険料の増額幅を抑

制するために活用します。

(15)第 1号 被保険者の保険料基準額の設定

保険料算定基礎額を基に、高齢者の所得劣布状況による補正を行しヽ、保険料
予定収納率等を勘案する一方、介護保険給付準備基金を取り崩すとともに、東
京都の介護保険財政安定化基金返還金を活用することで、第5期 (平成24～ 26

年度)の 保険料の基準額を算出しました。

第 5期 (平成 24～26年 度)保 険料額

基準保険料 (年額) 62,160円   (第 4期  46,080円 )

基準保険料 (月額) 5,180円  (第 4期  3,840円 )

※ 介護報酬の引き上げ分 ・基金の取り崩し分を含んだ基準保険料額です。
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(16)第 1号 保険料の設定

1)所 得段階と乗率の設定

第5期 事業計画では、政令の改正により設定司能となつた特例第3段 階も含
め、被保険者の負担能力に応じたよりきめ細かな保険料負担とすべく、特例段
階を含む保険料段階を15段 階に設定します。(第4期 事業計画では10段 階)
低所得段階では、保険料の負担軽減を図るため、第2段 階の乗率を0.500か
ら0,450に 、新たに設けた特例第3段 階の乗率を従来の第3段 階の乗率O.625
から0.600に 、特例第4段 階の乗率を0.950か らO.925に 、第5段 階の乗率を
1.125か らイ.100に軽減しています。また、第1段階のうち、老齢福祉年金受
給者で世帯非課税の方につしヽては、第4期 計画同様、第3期 計画時点の第1段
階保険料額 (年額17,520円 )に 据え置きます。
負担が可能と考えられる所得段階では、3段 階から7段 階に細劣化し、最大
で合計所得金額が2,000万 円以上の方につしヽては、乗率を2.700と しました。

i所得段階 判■定■所■得■等 基準親に対する割合

第 1段 階
=生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で区民税世帯非課税の方

基準額 XO。450

第2段 階
口区民税世帯非課税で、

合計所得金額+課税年金収入額が80万円以下の方
基準額 XO。450

特例

第 3段 階

・区民税世帯非課税で、

合計所得金額十課税年金収入額が80万円を超え120万円以下の方
基準額 XO。600

第3段 階
・区民税世帯非課税で、

合計所得金額+課税年金収入額が120万向を超える方
基準額 XO。625

特例

第 4段 階

=区民税本人非課税で、課税世帯に属し

合計所得金額キ課税年金収入額が80万 円以下の方
基準額 XO.925

第4段 階
・区民税本人非課税で、課税世帯に属じ

合計所得金額+課税年金収入額が80万 円を超える方
基準額=1.000

第5段 階
口区民税本人課税

(合計所得金額125万円未満)
基準額 Xl.100

第 6段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額125万円以上200万円未満)
基準額 Xl.250

第7段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額200万円以上300万円未満)
基準額Xl.500

第 3段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額300万円以上500万円未満)
基準額 Xl.600

第9段 階
=区民税本人課税

(合計所得金額500万円以上800万円未満)
基準額 X2.050

第10段階
・区民税本人課税

I合 計所得金額800万円以上1,loo万円未満)
基準額 X2.400

第11段階
・区民税本人課税

(合計所得金額1,100万円以上1,500万円未満)
基準額 X2.500

第12段階
・区民税本人課税

(合計所得金額1,500万円以上2,000万円未満)
其準類 X2.600

第13段階
・区民税本人課税

(合計所得金額2,000万円以上)
其準額 X2.700

第 1段 階 0,400

第2段 階 0.500

第3段 階 0.625

特例

第4段 階
0。950

第4段 階 1,000

第5段 階 1.125

第6段 階 1.250

第7段 階 1,500

第8段 階 1,350

第9段 階 2.000
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